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【
控
室
か
ら
】 

 

疑
い
た
く
な
る
「
金
銭
感
覚
」 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

上
野 

み
え
こ 

 

熊
本
市
が
政
令
市
に
移
行
す
る
前
、
周
辺
自
治
体
と
の
合

併
の
話
が
出
て
い
た
と
き
、
ど
こ
の
自
治
体
も
熊
本
市
の
財

政
状
況
を
理
由
に
合
併
は
す
す
み
ま
せ
ん
で
し
た
。
そ
の
当

時
の
市
債
残
高
（
借
金
額
）
は
、
約
３
０
０
０
億
円
で
し
た
。

そ
の
後
、
厳
し
い
行
財
政
改
革
に
取
り
組
み
、
借
金
は
２
０
０

０
億
円
台
と
な
り
、
富
合
町
を
皮
切
り
に
、
城
南
・
植
木
町
と

も
合
併
し
ま
し
た
。
し
か
し
、
そ
の
た
め
に
行
わ
れ
た
の
は
、

さ
く
ら
カ
ー
ド
の
有
料
化
、
家
庭
ゴ
ミ
の
有
料
化
、
市
立
産
院

の
廃
止
な
ど
、
市
民
へ
の
負
担
増
や
市
民
の
命
を
守
っ
て
き

た
施
設
の
廃
止
に
よ
っ
て
大
き
な
痛
み
を
押
し
付
け
る
、
情

け
容
赦
な
い
行
財
政
改
革
の
推
進
で
し
た
。 

 

現
在
、
桜
町
再
開
発
・
熊
本
城
ホ
ー
ル
に
象
徴
さ
れ
る
大
型

ハ
コ
モ
ノ
建
設
で
、
市
の
借
金
は
５
０
０
０
億
円
に
ま
で
膨

れ
上
が
っ
て
い
ま
す
。
過
去
最
悪
の
借
金
財
政
で
す
。 

 

そ
ん
な
時
、
さ
ら
に
４
０
０
億
円
も
の
市
庁
舎
建
替
え
、
３

０
０
０
億
円
以
上
と
予
想
さ
れ
る
よ
う
な
都
市
高
速
の
整

備
、
ど
れ
も
こ
れ
も
、
ま
す
ま
す
借
金
を
増
や
す
事
業
を
次
々

と
口
に
す
る
大
西
市
長
の
金
銭
感
覚
は
、
到
底
理
解
で
き
ま

せ
ん
。
そ
し
て
ま
た
、
一
方
で
は
大
切
な
市
民
サ
ー
ビ
ス
が
削

ら
れ
、
負
担
増
も
押
し
付
け
ら
れ
る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う

か
。
そ
ん
な
こ
と
を
絶
対
に
許
し
て
は
な
り
ま
せ
ん
。 

    

 

 

 
上野みえこ 

（中央区） 

なすまどか  

（東区） 

莫大な借金で整備する「都市高速」が、今必要でしょうか？ 

安全・安心な通学路・生活道路の整備こそ、急ぐ課題です 
「10分・20分構想」は、3,000億円超の借金による事業 

整備費用が 1㎞当たり 100億円を超える「都市高速」 

渋滞解消効果や費用対効果の検証もしないまま 

大西市長が推進を表明する「都市高速」 

 先進事例となる「福岡北九州

都市高速」は、延長 109 ㎞、事

業費 1 兆 3,000 億円です。区間

によって、整備費用は変わりま

すが、平均的な整備費は 1 ㎞当

たり 119 億円です。 

福岡県・福岡市・北九州市が出

資する「福岡北九州高速道路公

社」が運営、整備開始から 40 年

以上経過した現在、1 日 25 万台

超利用で、未償還の借金が半分

以上（約 6700 億円）あります。 

 熊本市の「10 分・20 分構想」

3 路線・約 30 ㎞を都市高速にす

れば、3,000 億円以上の整備費

が予想されます。 

 2023 年度予算編成方針では

税収減です。人口減少・低成長

の時代に、バブル期のようなイ

ンフラ整備が必要でしょうか。 

 熊本市は、熊本地震復興で、

450 億円の税金をつぎ込んだ桜

町再開発・熊本城ホールを整備、

2021年度末市債残高は5,000億

円、過去最悪の借金財政です。

加えて、市庁舎建替 400 億円、

都市高速 3,000 億円は、借金に

借金を重ねるものです。 

 熊本県・市一体ですすめる「新

広域道路計画」に位置付けられ

た「10 分・20 分構想」は、熊本

市中心部～インターチェンジを

10 分、空港まで 20 分で結ぶ計

画です。具体的には、3 路線。 

⑴ 熊本都市圏北連絡道路 

⑵ 熊本都市圏南連絡道路 

⑶ 熊本空港連絡道路 

いずれも高規格道路で、延長約 

 

 

10 ㎞（3 路線・約 30 ㎞）です。  

大西市長は、3 路線を都市高

速として整備する方向を表明。 

都市高速は莫大な借金で道路

を整備し、長期間で借金を返済

する手法です。渋滞解消の効果

や、費用対効果の検証もないま

ま、「都市高速整備」を打ち出す

のは無謀です。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住いは「人権」です！ 
市庁舎建替えより、住みやすい「市営住宅」への改善を優先に 
 

 

老朽化した住戸の計画修繕は予算を確保して 
 

住み慣れた地域に公営住宅の確保を 

現在の生活様式にあった住まいへの改善が必要 

 計画修繕の周期は、畳取替・

25 年、風呂釜取替・10 年、給湯

器取替・15 年となっています。 

すべてが解消される頃は、また 

県営住宅の改善を県へ要望しました 

日本共産党熊本市議会だより 2022 年 11 月 6 日号（№1299） 

住宅は植木町・城南町を中心に

145 戸、耐用年限の 2 分の 1 を

超え改修時期となった住宅は市

内一円に 5,361 戸あります。 

 高齢化の中、住み慣れた家を

離れて暮らすことは難しく、今

後はコミュニティの継続を基本

に、市営住宅の方向性を検討し

ていく必要があります。 

 

 市営住宅の管理戸数は、

13,228 戸です。10 月現在、1,917

戸が空室です。（入居率 85.51％） 

 古い団地の高層階（4・5 階）

に空室が多く、抽選後の 2 次募

集や通年募集を行い、空室対策

を行っています。2021 年 10 月

～2022 年 7 月までの通年募集

で 201 世帯が入居しています。

（募集戸数 374 戸、入居率 53.7％） 

 

 

 改善努力の一方で、多くの空

室があるのは、古い団地が今の

生活様式に合わないからです。

市議団が行った住宅への要望で

は、水回り改修やフローリング

への変更、バリアフリー化など、

現在の住宅では当たり前の内容

でした。損壊や老朽化の修繕・

改修はもちろん、暮らしやすい

団地への改善が必要です。 

【2021年度計画修繕実績】 
＊2021 年 4 月時点の積残しに対し、2021 年度実施した修繕実績、（）内は解消予定 

畳取替：積残 22 団地・2,970 戸に対し、7 団地・310 戸（2043 年度） 

風呂釜取替：積残 13 団地・1,596 戸に対し、3 団地・270 戸（2028 年度） 

給湯器取替：積残 15 団地・1,086 戸に対し、4 団地・367 戸（2034 年度） 

風呂設備新設：残 2,346 戸に対し、456 戸（2029 年度） 

 

 

 10 月 21 日、県営住宅居住者

の方も一緒に熊本市民連で、県

住宅課に対し、県営住宅から寄

せられた 27 件を要望しました。 

 壊れたドア・換気扇や網戸、

壁の穴、床の老朽化、お風呂、

トイレなど、多岐の内容でした。

事前に調査が行われ、既に対応

済みのものもありました。 

 熊本市では、1970 年代頃から

大量に整備してきた市営住宅が

一斉に耐用年限を迎えようとし

ています。今後の維持管理費や

人口の動向などを踏まえ、「公共

施設等総合管理計画」では、市

営住宅を 20～42％削減する方

向を検討しています。 

 現在、耐用年限を超えている 

解消期限を過ぎるものが多数発

生してしまうような状況です。 

老朽化の現状を考慮した修繕費

の拡充が必要です。 

 

市営と同様、県営住宅も老朽化

が進んでおり、老朽化対策・修

繕予算拡充を強く求めました。 


